
1617

職種 採用

合計

教育職
技能労務職
企業職
消防職
福祉職
医療職

一般行政職

区分
■採用・退職の状況
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退職

（27年度）

区 分 職員数
(A)

給　　　　与　　　　費 １ 人 当 た
り の 給 与
費 B / A職 員 手 当 期末･勤勉手当 合　計　(B)

27年度  883人 34億2,419万円 11億 7,040万円 14億4,469万円 60億 3,929万円 684万円

■職員給与費の状況 （一般会計決算）

区 分 住民基本台帳
人口(年度末)

人件費率
B/A

27年度 160,154人 556億8,150万円 4億6,929万円 97億5,840万円

■人件費の状況 （一般会計決算）
26年度の
人 件 費 率

歳出額
(A)

人件費
(B)実質収支

17.5% 19.2%

議　長
副議長
議　員

市　長

副市長

■特別職の報酬などの状況 （28年４月１日現在）
給料月額

83万6,400円
 （102万円）

報酬月額

71万9,490円
（82万7,000円）

ー
ー
ー

ー

ー

72万8,000円
65万3,000円
59万2,000円

年　収
1,469万5,648円

（1,911万8,880円）
1,282万1,312円

（1,550万1,288円）
1,240万5,120円
1,112万7,120円
1,008万7,680円

ー
ー
ー

退職手当（１期）
1,646万   352円

（2,007万3,600円）
863万3,880円

（992万4,000円）

職　種 役職名など 削　減　内　容 期　　　間

部長・室長職
一般職

■特別職・一般職の給与削減などの状況 （28年４月１日現在）

※上表の削減に加え、部長・室長・課長の管理職手当を当分の間10％削減し、55歳を超える課長補佐職
　相当以上の職員の給料・管理職手当を22年12月から1.5％削減しています。

※人件費には、職員に支給される給与の他、退職手当、年金、健康保険、公務災害補償などの使用者
　負担分や特別職の給料、報酬などを含みます。

※職員手当には、退職手当を含みません。職員数は27年4月1日現在の人数です。
※給与費については、再任用職員の給与費が含まれていますが、職員数には再任用職員を含んでいません。

給料

課長・課長補佐職
給料の５％
給料の３％

25年７月から28年６月まで

特別職
市長
副市長
教育長など

給料の18％
給料の13％
給料の ８％

市長のみ
期末手当
の一部も

給料の削減は27年４月から30年12月まで
期末手当の一部削減は当分の間

※27年4月1日から市長・副市長の給料は1.9％、議長・副議長・議員の報酬は1.8～2.0％減額されました。
また、市長・副市長は給与減額措置を行っています。この他、市長は、就任当時に計算した退職手当支
給予定額の50％相当を期末手当から減額する措置も行っています。カッコ内は減額措置前の金額。
※「退職手当（1期）」は、28年4月1日現在の給料月額と支給率に基づき1期（4年間）務めた場合の退職
手当の見込み額です。

■職員の初任給の状況

国川西市

14万4,600円

17万6,700円

14万7,300円

　　  15万円

18万   400円大学卒

高校卒
一 般
行 政 職

高校卒

中学卒
技 能
労 務 職

区　　分

※技能労務職の初任給は卒業後、直ちに採用され
　る場合の内容です。

14万2,000円
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状
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■職員数の状況

部　　門
職員数（　）内は対前年増減

一 般

行 政

議 会
総 務
税 務
労 働
農 林 水 産
商 工
土 木
民 生
衛 生

教 育
消 防

公 営

企 業

な ど

病 院
水 道
下 水 道
そ の 他

合　　計

（各年４月１日現在）

短時間勤務再任用職員

特 別

行 政

27年度28年度

1,302（    41）

80（△21）

9（      0）  

134（      2）  
44（      0）  

169（  　6）  
133（  　1）  

2（      0）  

4（      0）  
6（      0）  

115（  　8）  

142（  　0）

148（  　6）  

285（    11）  
45（      3）  
27（      2）  
39（      2）  

1,261（    34）

101 （△  6）

9（      0）  

132（      6）  
44（  △1）  

163（  　2）  
132（  △1）  

2（      0）  

4（      0）  
6（      0）  

107（  △3）  

142（  　4）

142（  △1）  

274（    27）  
42（      0）  
25（      1）  
37（      0）  

職
員
給
与

　
人
事
行
政

運
営
状
況
を

公
表

　
給
与
の
し
く
み　

　
市
職
員
の
給
与
は
、
毎
月

支
給
さ
れ
る
給
料
と
扶
養
・

地
域
・
住
居
手
当
な
ど
か
ら

構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
は
、仕
事
の
内
容
、

国
家
公
務
員
や
近
隣
他
都
市

の
職
員
・
民
間
企
業
従
事
者

の
給
与
と
の
バ
ラ
ン
ス
な
ど

を
考
慮
し
て
、
市
議
会
で
議

決
さ
れ
、
条
例
で
定
め
て
い

ま
す
。

　
ま
た
、
市
長
や
議
員
な
ど

の
特
別
職
の
給
料
や
報
酬
に

つ
い
て
は
、
学
識
経
験
者
や

市
内
の
公
共
的
団
体
な
ど
の

代
表
な
ど
で
構
成
す
る
「
特

別
職
報
酬
等
審
議
会
」
で
審

議
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
答
申

に
基
づ
い
て
、
市
議
会
で
議

決
さ
れ
、
定
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

■職員の経験年数別・学歴平均給料月額の状況

32万7,400円

35万6,467円大学卒

高校卒
一 般
行 政 職

高校卒

中学卒
技 能
労務職

区　　分 経験年数10年 経験年数20年経験年数25年経験年数30年

38万6,838円

36万4,797円

41万8,599円

38万2,122円

37万1,200円33万6,850円30万3,650円

※対象となる職員がいる場合のみ記載しています。

区 分 内　　　　　　　容

扶養手当
配偶者に1万3,000円▷扶養親族1人につき6,500円 ▷職員に
配偶者がない場合そのうち1人に1万1,000円▷満16歳の年
度初めから22歳の年度末までの子はそれぞれ5,000円を加算

住居手当
借家居住者には家賃額に応じ1万円～3万2,500円▷自
宅居住者には1万500円▷当該住宅の償還金を支払って
いる場合は８年間に限り1万3,000円

通勤手当
交通機関利用者には運賃など相当額を支給(最高支給限
度額は5万5,000円)▷交通用具利用者には通勤距離が片
道２㌔以上の区分に応じ 3,500円～ 3万2,800円

■扶養・住居・地域・通勤手当

地域手当 給料と扶養・管理職手当合計額の10%

（28年４月１日現在)

区　　　　分 全　　　職　　　種
40.6%（27年度）

８万3,809円（27年度決算）
種類 ８　　種

業務手当､年末年始特別勤務手当、出動手当

■特殊勤務手当 （28年４月１日現在)

川 西 市
期末
　手当

勤勉
　手当

期末
　手当

勤勉
　手当

1.6
　月分

1.6
　月分

2.6
　月分

2.6
　月分

※27年度の割合。また､役職上の段階､職務
　の級などによる加算措置があります

■期末・勤勉手当

27年度

■時間外勤務手当

区 分

26年度

支 給 総 額

１億6,341万4,000円

１億4,465万1,000円

          29万円

26万9,000円

川　西　市
自己都合 勧奨･定年
20.445月分

29.145月分 34.5825 月分
41.325月分 49.59月分

49.59 月分49.59 月分

定年前早期退職特例措置
(２%～30% 加算)

区　分

勤続20年

勤続25年
勤続35年

最高限度額

その他の
加算措置

1人当たり
平均支給額 179万4,000円 2,370万8,000 円

■退職手当 （28年４月１日現在）

※国の支給月数も同じ
※退職手当の１人当たり平均支給額は､前年度に
　退職した職員に支給された平均額

25.55625月分

国

１人当たり
平均支給年額

22万5,105円

18万3,541円

30万3,233円

11万7,248円

１人当たり
平均支給年額

※１人当たりの平均支給年額は27年度決算額

全体に占める支給職員の割合
1人当たり平均支給年額

支給額が多い代表的な手当の名称

職員手当の状況

職員の手当には、扶養、住居、通

勤手当や時間外勤務手当、ボーナ

スに当たる期末・勤勉手当などが

あります。

平均給料月額 平均給与月額平均年齢
32万4,090円 43万2,093円41.3歳
33万7,630円 47万6,800円

■職員の平均年齢・平均給料月額・平均給与月額の状況

44.9歳
一般行政職
技能労務職

※「平均給与月額」は、給料月額と扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手
　当などの職員手当（期末手当、勤勉手当、退職手当を除く）の合計額です。

区　　分

※いずれも 28 年４月１日現在

職員の給料月額は、給料表によって決定。

全職員のうち約 70％が行政職給料表の適

用を受けています。

職員の給与

など
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の
状
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門
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28
年
度
は
、
事
務
執
行
の

効
率
化
に
努
め
な
が
ら
、
適

正
な
職
員
の
配
置
を
行
い
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画
的
な
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の
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を

行
っ
て
い
ま
す
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な
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暇
の
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類
な
ど
は
、
規

則
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

民
間
企
業
の
有
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暇
に
当

た
る
年
次
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暇
は
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27
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の
年
間
取
得
日
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で
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均

９・４
日
で
す
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ま
た
、
27
年
度
に
育
児
休

業
を
男
性
１
人
、
女
性
28
人

が
新
た
に
取
得
し
ま
し
た
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す
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に
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で

き
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を
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い
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す
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況

に
つ
い
て
は
、
市
独
自
研
修

（
受
講
者
総
数
９
７
２
人
）、

派
遣
研
修
（
１
０
２
人
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。


